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目的別支出目的別支出 目的別支出 

性質別支出性質別支出 性質別支出 

　平成22年度の一般会計予算をその性質ごとにグラフにしました。 

　人件費（職員の給料など）、公債費（借金の返済金）のように性質的な見方で区分した予算を「性質別予
算」といい、上記の目的別予算とともによく利用されます。 
　平成 22年度の内訳をみると、人件費が 59億 4,370 万円と最も多く、次いで公債費の 53億 2,407 万円、

物件費（臨時職員の賃金、需用費、委託料など）の50億5,242万円、扶助費（生活保護費、医療給付費など）
の38億 5,818万円という順になっています。 

　人件費、公債費、そして扶助費は、必ず支払わなければならない経費であり、義務的経費といいます。
この義務的経費の割合が高くなると、市民のみなさんへの助成金や道路の改良工事などを縮小しなくては

ならないことになります。 

　また、収入（特に税金など）が減ると、任意的経費（補助金、施設の管理費など）や投資的経費（工事
請負費や用地購入費、災害復旧費など）をより多く削減する必要があり、市が独自に事業を実施したくて

もできない、いわゆる「財政の硬直化」が進んでいることになります。 

平成22年度の支出の内訳 平成22年度の支出の内訳 

支出比較（目的別）支出比較（目的別） 支出比較（目的別） 

　平成21年度と平成22年度の一般会計予算を、その目的ごとにグラフで表しました。平成22年度の予算

をみると民生費（老人福祉、児童福祉など）が88億 6,027万円と最も多く、次いで公債費（借金の返済金な
ど）の53億 2,408万円、衛生費（医療対策、環境保全など）の35億 585万円、総務費（地域振興、情報化
推進など）の34億 1,006万円、教育費（教育総務、社会教育など）の20億 9,256万円という順になっていま
す。 

　平成21年度と比較すると、民生費が12億 1,469万円増加しています。これは子ども手当が創設されたこ

とにより7億 6,344万円、保育所整備事業で1億 8,654万円などが増加したためです。また、総務費が10億

9,262万円減少しています。これは、ブロードバンドネットワーク整備事業（光ケーブルによる情報通信の

基盤整備）の予算を、平成21年度でその大部分を前倒し計上したことによるものです。 

民生費 
88億6,027万円 
（30.2％） 

公債費 
53億2,408万円 
（18.2％） 

総務費 
34億1,006万円 
（11.6％） 

衛生費 
35億585万円 
（11.9％） 

教育費 
20億9,256万円 
（7.1％） 

農林水産業費 
15億1,566万円（5.2％） 

土木費 
19億750万円（6.5％） 

消防費 
11億1,664万円（3.8％） 

商工費 
10億9,029万円（3.7％） 

議会費 
2億2,060万円（0.8％） 

労働費 
2億7,560万円（0.9％） 

予備費 
2,089万円（0.1％） 

支出の合計 
293億4,000万円 

支出の合計 
293億4,000万円 

　衛生費（医療対策、環境
保全などに関係する経費）、

土木費（道路橋りょう、河
川などに関係する経費）など、

その目的によって区分した

予算を「目的別予算」とい
います。 

　目的別にみた平成 22年度

予算の配分は右のグラフの

ようになっています。 

義務的経費…給与（人件費）、借金の返
済金（公債費）、生活保護
費（扶助費）など、法令な
どにより支出が義務づけら
れている経費です。 

任意的経費…市の判断により任意に支出
できる経費。各種団体への
補助金や、施設の管理費な
どがあります。 

投資的経費…道路や学校、橋などの社会
資本の整備にあてる経費で、
工事請負費や用地購入費、
災害復旧費などがあります。 
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88億6,027万円 

人件費 
59億4,370万円 
（20.3％） 

公債費 
53億2,407万円 
（18.1％） 

物件費 
50億5,242万円 
（17.2％） 

繰出金 
24億1,064万円 
（8.2％） 

その他 
（基金への積立金など） 
11億6,101万円（4.0％） 

補助費等 
35億4,538万円 
（12.1％） 

普通建設事業費 
20億4,460万円（7.0％） 

扶助費 
38億5,818万円 
（13.1％） 

義務的経費　51.5％ 

任意的経費　41.5％ 

投資的経費　  7.0％ 

平成22年度 

平成21年度 

◆民生費 
　社会福祉費、児童福祉費、生活保護費など 
◆公債費 
　借入金の元利償還金など 
◆衛生費 
　医療対策や環境保全などの経費 
◆総務費 
　徴税・戸籍関係事務、地域振興などの経費 
◆教育費 
　小・中学校、公民館事業などの経費 
◆土木費 
　道路や河川、市営住宅などの経費 
◆農林水産業費 
　農林水産業の振興、ほ場整備などの経費 
◆消防費 
　防災、消火、救急、災害対策などの経費 
◆商工費 
　商工業・観光の振興などの経費 
◆労働費 
　労働者福祉・支援に要する経費 
◆議会費 
　議会活動に関する経費 
◆予備費 
　予見することが難しい予算の不足に充て
るための費用 
◆災害復旧費 
　災害時の復旧事業に使う費用 


